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平成 20 年 5 月 16 日 

企業会計基準委員会 御中 

 

 

                             

新 日 本 監 査 法 人                          

会計監理部長  岩原 淳一 

 

 

 

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その 3）（案）」に対する意見 

 

 

 

貴委員会から平成 20 年 3 月 21 日に公表された上記公開草案について、下記のとおり意

見を取りまとめましたので本日提出します。よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

1.割引率の取扱いの見直し 

（コメント） 

割引率の取扱いを見直し、一定期間の利回りの変動を考慮する取扱いを削除するという

点に関して、結論の背景において上記取扱い削除の考え方が示されているが(会計基準第10

項)、この考え方に賛成である。 

 

 

2.本会計基準の適用に伴う影響額の記載 

（コメント） 

 本会計基準では、本会計基準の適用に伴い発生する影響額として、変更した年度の損益

に与える影響及び未認識数理計算上の差異残高に与える影響の注記を求めているが、注記

を求める項目を変更した年度の損益に与える影響額のみとするべきである。 
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（理由） 

 本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差異に係る未認識数理計算上の差異残

高を把握するためには、期末の割引率による退職給付債務に加え、従来の利回りの変動を

考慮した割引率による退職給付債務を計算する必要があり、事務負担が大きい。また、本

会計基準の適用に伴い発生する未認識の数理計算上の差異の償却は、他の要因により発生

した未認識数理計算上の差異と合わせて行われること、通常、割引率を変更した場合に、

割引率の変更が未認識数理計算上の差異残高に与える影響の注記は要求されていないこと

から、当該影響額を開示する意義は乏しいと考えられる。 

したがって、割引率の変更に伴う影響額として表示する項目は、変更した年度に損益に

与える影響のみとするべきであると考える。 

 

 

以 上 


